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【目的】全国行政歯科技術職連絡会（通称、行歯会）は、Ｙａｈｏｏ！グループ（http://groups.yahoo.co.jp）のメーリングリスト機能を用いて、会員相互の情報・意見交換を行っているが、利用に支障が生じているケースをしばしば耳にする。そこで、安藤らの（演題Ｃ－１）開発したインターネットアンケート調査システムを用いて、行歯会員のメーリングリストの利用状況等について実態調査を行った。
【方法】対象者は、行歯会メーリングリストに登録されている地方自治体に勤務する歯科医師・歯科衛生士497名とした。アンケート依頼はメーリングリスト上で行った。調査期間は平日の５日間（本年9月1日～5日）とし、最終日の前日にリマインドメールを送信した。
【結果】回答者数は、212名（回収率42.7％）であり、都道府県職員の回収率が高かった。職場でのＰＣ等の利用状況に関しては、個人にＰＣが与えられている者が90.6％（192/212名）、個人用のメールアドレスが与えられている者が92.5％（196/212名）で、6.1％が共有アドレスを使用していた。メールの受信に関して「できない」と回答した者が6.1％（13/212名）であった。メールの送信に関しては、「ＰＣのメールソフト上からできない」と回答した者が送信経験者86名のうち7名（8.1％）、「Ｗｅｂ（Ｙａｈｏｏグループ）上からできない」と回答した者が送信経験者63名のうち21名（33.3％）であった。職場のネット環境で、「Ｙａｈｏｏグループに閲覧制限がある」と回答した者は、25.5％（54/212名）で、このうち13名が情報システム担当者等へ閲覧許可申請を行っていた。ファイルのストレージスペースであるブリーフケースを「利用できない/開けない/わからない」と回答した者が54.2％（115/212名）に達しており、資料の交換や閲覧に支障をきたしていることが判明した。
【考察】行歯会員のメーリングリスト（Ｙａｈｏｏ！グループ）利用状況等を調査したところ、メールの送信やインターネット利用に支障を来している割合が高かった。今回の対象集団が利用するネット環境は一般的な地方自治体職員の利用環境と大きな差がないと考えられることから、地方自治体の職員には情報の収集等を行う充分なネット環境が与えられていない可能性が示唆された。
